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論 壇

　　　　　　管理会計研 究にお け る実証研究 の 特徴 と課題

　　　　　一 ア
ー カ イバ ル デー タ を用 い た実証研究に 焦点を当て て

一

木村史彦

〈論壇要 旨〉

　本稿で は ， ア
ーカイバ ル データを用い た実証研究 （以下，実証研 究 とする）の特徴 と課題を一般

的な実証研究の枠組みに沿 っ て概説 し ， 管理会計研究における今後の 実証研究の あ り方に つ い て検

討する．近年，日本 の会計研 究にお い て も実証研 究が増加傾向にあ り，これは管理会計研究で も顕

著で ある．実証研究は様 々 な研究テ ーマ ・課題 の 下 で 設 定 された仮説を統計的 な手法を通 じて 検証

する もの で あり ， そ の 知見の 蓄積 は，管理会計研究お よび 実務に対 して大きな貢献を果た しうる．

し か しなが ら ， 実証研究には多くの 限界があ り， それ を把握 して お くこ とは重要で ある．そ こには ，

仮説設定におけるバ イア ス ，変数を特定化する際の分析者の 主観性，実証モ デル の 選択 ，検証結果

の 解釈の問題 が含 まれ る．こ うした問題 を解決す るた めには，検証手続き の 精緻化， 適切な統計手

法の 適用 とともに，他 の 方法を用 い た研究 との コ ラボ レーシ ョ ン が重要 となる，
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1 ． は じめ に

　近 年，日本の 会計研究にお い て もア
ー

カイ バ ル デー
タ （財務や株価 ， 企業に関す るデータベ ース

等か ら得 られ たデータ）を用 い た実証研究が 増加傾向 にあ り ，
これは管理会計研究 におい て も顕著

である （本稿では特に明記 しない 限 り， 実証研究は 「ア
ー

カイ バ ル データを用い た実証研究」 を意

味す る）
1
．例えば ， 2000 年か ら 2005年までの 『管理 会計学』における 「論文」 35篇の うち実証

研 究に分類され る もの は 8 篇 （23％）で ある の に対 し，2006 年か ら2012 年 までは ， 48 篇 の うち 19

篇 （40％）と大幅に増加 して い る．

　 こ の 背景に は，3 つ の こ とが ある と考え られ る．第
一

に，管理 会計研 究の 分析対象が組織内の 会

計情報の 利用 か ら，企 業間で の利用に拡大す る 「組織の バ ウン ダ リの拡大 （小倉，2012）」に よ っ

て ，財務諸表デー
タを適用 して 分析可能な研 究が増 えた こ とが あげられ る．例えば ， Ittner　and 　Larcker

（2001）は，管理会計研 究の分析対象 の拡大のプ ロ セ ス に つ いて ，（1）予算 と原価計算 シ ス テ ム の コ

ス ト決定 と財務 コ ン トロ
ー

ル （1950年代以前），（2）マ ネジメ ン トプラ ン ニ ン グ ・コ ン トロ
ー

ル に

対す る情報の提供 （1960年代中盤まで），（3）ビジネス プ ロ セ ス の浪費の削減を強調するプラ ン ニ

ン グとコ ン トロ
ー

ル （1980年代以降）， （4）企業価値の 創造に つ い て の 戦略的価値を包括する マ ネ

ジメ ン トプラ ン ニ ン グ ・
コ ン トロ

ー
ル （1990 年代以降）を指摘 して い る．こ の よ うに ， 管理会計

研究の 分析対象 は広が りを見せ る とともに ， 財務会計研究や経営財務研究におい て カバ ーされて い

た論点 も包含 されつ つ ある．こ こ で ，管理会計の実証研究に お い て 扱われ るテ ーマ とし て は，企 業

の投資 ・戦略的行動 と業績 ・財務特性の 関係 ， 経営者の eamhgs 　management な どで あ る．　 Ittner　and

Larcker の 議論で い えば ， （3）お よび （4）に関連する もの が多く ， これ は ， 管理 会計 にお ける実証

研究の 広が りが
， 管理会計研究の 分析対象 の拡大 と軌を一

に して い る こ とを示す．

　第二 に ， キ ャ ッ シ ュ
・フ ロ

ー
情報 の 開示 ，

マ ネジメ ン トアプ ロ ーチ に よ るセ グメ ン ト情報開示 ，

近年の デ ィ ス ク ロ
ージャ

ー
の拡大，また企業に関するデ

ー
タベ ー

ス の充実に よっ て，管理会計研究

の テ ーマ に 沿 っ た 変数が 入 手 しやすくなっ た ことが あげられ る．管理 会計研究にお ける実証研究で

は ， 質問票調査やイン タビ ュ
ー調査 （以 下 ， 質問票調査等）が主流 であ っ た．これ は ， 管理 会計 に

お ける分析課題 は ， 予算や事業部の 業績管理 とい っ た企 業内部の 諸特性 に 関連す る もの が 中心 で あ

り，それ に関わ るデー
タ は質問票 調査等に よ っ て の み収集され るケ

ー
ス も多い か らで あ る．した が

っ て ，質問票調査等は ，管理会計 の 実証研 究にお い て極めて有用性 が 高い もの の
， 後述す る再現性

や コ ス トの 面で 問題 もある．実証研究は ， 質問票調査等を完全 に代替で きる もの で はない が ， 収 集

可 能なデータ の 拡大に よ っ て
， その適用範囲は広が っ て い る．

　最後に，研究におい て 「客観的な」 エ ビデ ン ス と 「再現性」が重視される ように な っ た ことが あ

る．もちろん，実証研究における客観性や再現性の 問題 は ， 慎重に検討され るべ きで あるが ， 統計

学 に依拠 した分析 を含め て い る実証分析は，
一

定 の 科学性が担保 されて い る と考えられる こ とが多

い
2
．

　
一方で ， 研究方法 と して の 実証研究に は多 くの 課題 もある．実証研 究が広 く実施 されて い る心理

学や経済学の 領域にお い ては ， サン プ ル 選択の 方法，データの 再現性 ， 有意性検定に対す る批判な

ど様 々 な問題点が指摘 されて お り，実証研究に対 し厳密なガイ ドライ ン を設定する学会誌 も多い
3．

日本の 会計研究にお ける実証研究は，他分野や北米の 会計研究 と比 べ て発展途上にある とい え ， デ
ータの 再現性 ， 有意性検定に つ い て ほ とん ど問題 とされて い ない ．以上 の 議論 をふ まえ，本稿は，

管理会計研究にお ける実証研 究の 特徴 と課題 を
一

般的な枠組みに沿 っ て概説 し，今後 の方向性に つ

い て 検討す る こ とを目的 とす る
4．
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　 　 管 理 会 計研 究 にお け る 実 証 研 究 の 特 徴 と課 題

一ア ーカ イバ ル デ
ー

タ を用 い た 実 証 研 究 に 焦 点 を 当て て 一

　本稿の構成は以下の通 りである．第 2節で は実証研 究の
一

般的なプ ロ セ ス に沿 っ て ， 研 究上の 課

題 を指摘す る．第 3 節にお い て前節をふ まえ ， 研究開発 費をめぐる分析を題材 と して実証研究の 実

際例を示 した 上で
， 第 4 節で ，管理会計研 究にお ける実証分析 の 問題を考察する．最後 に第 5節に

お い ては，結論 と今後の 課題 に言及す る．

2 ． 実証研 究の プ ロ セ ス と課題

　本節で は，
一

般的な実証研 究の プ ロ セ ス （仮説設定，検証 モ デル と変数 の特定化，サ ン プル の 設

定，統計的検証 とイ ンプ リケー
シ ョ ン の 提示）に沿 っ て，管理会計にお ける実証研究の概要 と課題

を示す
S．

2．1． 命題 お よび 仮 説 の 設 定

　まず実証研究では ， 検証すべ き命題 ない しリサ
ー

チ クエ ス チ ョ ン が設定 され る．これ らは，会計

実務や会計理論をふまえて設定 され るが ，その設定にあ た っ て は，（1）データ の 制約等に よる検証

可能性が重視 され る こ と， そ して （2）支持 され る見通 しの ある命題の みが設定され る傾向がある と

い っ た問題 か ら， 必ず しも管理会計研究にお ける重要性 の高い テ
ーマ に取 り組まれ ない 懸念が ある．

（2）の 背景には ， 結果が出て い ない 論文 が採択 ・出版され に くい とされ る
‘Publication　bias

”
の 問題

が背景に ある と考えられる （FieldS　et　al．，2001）．

　こ こ で ， 実証研究は，仮説を事前 に設定 しな い 研究方法 （事実 〔実態〕解明型研究） と，設定す

る方法 （仮説検証型研究）に大別す るこ とがで きる （安藤 ・沼崎 ・村田 ， 2009）．前者は 主 にそ の

領域 の 初期 の 研究にお い て 実施 され るもの で あ るが ， 会計研 究にお ける実証研 究では，理論的な研

究が先行 して分析上の 命題が提示 されて い るこ とが多く， 後者が 中心 となる．ただ し ， 前者にお い

て も何 らか の 分析視点は有す る こ とか ら ， 両者を厳密に 区分す る こ とは困難で ある．

　仮説検証型の 研究では ， 何 らか の 経済 （数学）的モ デル を設定する場合 としな い 場合が ある．前

者で は ， 例えば 「経営行動 X が業績 Y に影響を及 ぼす」 との 仮説 を検証する場合，X と Y の 関係

に つ い て ， 単純化 されたモ デル を設定 し ， それ を数学的に 証明 した上 で仮説 とする．後者は，実務

の 中で 自明 とされて きた議論 ， もしくは逸話的な （anecdota1 ）証拠 に依拠 し て 仮説 を設定する方法

で あ る，会計研究に お い て は ， 分析的研究 の 知見の 蓄積が進んで い ない こ とか ら後者 に依拠 した も

の が 多い
6
．以下で議論され る ように，そこ で は ， 相関性 を検証す るこ とは比較的容易で あるが ，

因果性 を検証 する こ とは困難で あ る点 に留意が必要 で ある．特に ，後者に よる仮説設定で は，厳密

に因果 関係 が検討 される こ とがない こ とか ら ， 分析者 はとりわ け慎重になる こ とが求め られ る．

2．2。 検証 モ デ ル と変数 の 特 定化

　実証研究 で は統計的な検証 の ため の モ デル （検証 モ デ ル ）が設定 され る．例 えば， 「経営行動 X

が業績 Y に影響を及ぼす」 との 仮説を検証す る場 合 ， 業績に関す る変数を被説 明 （従属）変数 ， 特

定 の 経営行動お よび それ以外に業績に及 ぼす影響 をコ ン トロ
ー

ル する変数を説明 （独立 ）変数 とす

る線形回帰モ デル が設定され る こ とが多い ，

　こ こ では ，
三 つ の 問題点を指摘する．第一は，因果性の 問題 で ある．上記の 例にお い て，分析を

通 じ特定の経営行動に係 る係数が統計的に有意で あるこ とが観 察され た と し て も，その 経営行動 が

業績 に影響 を及ぼすの か ， 逆に ， 業績 の 良否がその経営行動をとる誘因 となるの か に つ い て明 らか
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とは ならない 。例えば ， X と して 当期 （ま たは前期）にお ける設備投資，　 Y と し て 当期の 業績を考

え る場 合 ， 設備投資が業績 に影響を及 ぼ した の か，それ とも，当期 （ま たは前期）にお ける好業績

を前提 とし て設備投資を増や した の か に つ い ては回 帰分析 を通 じて明 らかにす るこ とは で きない
7
．

　第二 は ， 代理変数 の 特定化の 問題で ある．「企業業績の 改善」 の 定義 としては，利益額，利益率，

株価の 変化 （株式 リタ
ー

ン ）など様々 な視点が適用可能で ある．制度的あるい は法的な観点か ら議

論 され る こ とが多い 財務会計研究 にお い て ， 変数の 特定化は比較的容易 であるが，分析者が知 り得

ない 経営者の 意識な り意図が問われ る よ うな管理会計研究にお い て は困難 となるケース が多い ．

　第三 は ， 関数形 の 特定の 問題 で あ る，実証分析で は
一
般的に線形 モ デル が設定 され る こ とが多い

が ， 先験的に関数形が特定で きるこ とは稀で ある．例 えば，投資 X と業績 Y の 関係が ， 投資 X が

一定額まで は業績に影響する こ とな く，

一定額を超 えた場合に の み影響す る とい っ た可 能性 もある．

こ の場合に は ， 信頼性の 高い 検証モ デル を設定する こ とはで きない ．

2．3． サ ン プル の 設 定

　実証研 究 の 検証 は ， ほ とん どの 場 合企業 の 範囲お よび 期間に つ い て ， 標本調査 に よる．こ こ で 企

業 の 範 囲に つ い て 見 る と， データ の 利用制約に よ っ て 上場会社 に限定 されるケー
ス が 多い ．財務会

計領域 では上場会社の 会計上の 問題 が議論の 中心 となるが，管理会計研究におい て は上 場会社に 限

定 して 議論で きるか否かは ケ
ー

ス バ イ ケ
ー

ス で ある．管理 会計実務 の
一般 の 傾向を見出す こ とを目

的 とする場合 ， 上揚会社は ， 企業規模 ， 資金調達 の 観点か らバ イ ア ス がか か っ たサン プ ル となる
8．

　 一方，期間 の 範囲に つ い て 見る と，収集 され るデータは過去の
一

定期間の もの で ある．社会科学

の 実証分析にお い て は ， 分析対象はそ の 時点の 様 々 な経済環境の 影響を受ける こ とか ら，分析結果

は 限定的 に解釈され るべ き もの とな らざるを えない ．例えば ， 極端な不況期や バ ブル 期を分析期間

に含 めるか否か は難 しい 問題 となる．

2．4． 統 計的検 証

　仮説 の 検証 にあ た っ て は ， 様 々 な統計的手法が適用 され る，先の 例で あれ ば ， 最小 二 乗法に よ っ

て係数 を推定 し，その統計的有意性が検討 され る．係数 に関する t 検定の もとで，係数 ＝ 0 とす る

帰無仮説 を棄却す る こ とが で き， 符号が予想 と首尾一貫 し て い れば，仮説が支持 された と解釈 され

る．

　 こ こ で は二 つ の 問題 を指摘す る．第一に，検定における有意水準を どの 程度に設定す るか の 問題

で ある．統計学 t 計量経済学では有意水準 を 1％ない し 5％ に設 定するこ とが多い が ，10％ とす るケ
ー

ス もあ る。有意水準は慣例的に設定 され るもの で あ り， どの 程度に設定する か は実証研究 を伴 う

様 々 な分野 で問題 となる．有意水準 を 10％に設 定すれば ， 結果に対する信頼度は 90％となるが ， こ

うした水準が許容 され るの か 否 か に つ い ては ， 分析者 が判断す べ き課題である
9
，

　 第二 は，サン プ ル サイズが 大きい 場合には，統計的有意性が得 られやすい 問題 で ある．企業 を分

析対象 とす る実証研 究では，大規模 なサ ン プル を確保するこ とが可能なケー ス が多く，統計的有意

性が得 られやすい
10
．こ の 問題 は実証研究に関わ る領域 で は メジ ャ

ー
な もの で あ り，1960年代か ら

「統計的有意性検定論争 （the　significance 　test　controversy ）」 （Mo   son 　and 　HenkeL　l970）として 議論

され て い る．とりわけ自然科学領域 ， 心理 学領域にお い て は ， 統計的有意性 を重視する こ と自体 を

問題視す る議論 も見 られ る ．例 えば ， 野 生動物 に 関す るジ ャ
ーナル で ある 丿

’
ou ，7tal げ 恥 履 竰

Management に は，　The　lnsignificance　ofStatisdcal 　Significance　Testing（統計学的な有意性検定の 無意

味）とするペ ーパ ー
も掲載され てお り （Jo  so恥 1999）， 統計的有意性に基づ く議論に対 し慎重 な姿
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　 　 管 理 会 計研 究 に お け る 実証 研 究の 特徴 と課題
一

ア
ー

カ イバ ル デ
ー

タ を用い た実 証 研 究 に焦 点 を 当て て 一

勢が 示 され て い る，Johnson （1999）では，生物学的な有意性の 重要性 が指摘されて い るが ， これは ，

会計研究におい て も示唆的な見解 である．経済学や心理学の 研究にお い ては ， 統計的有意性 （回 帰

分析 にお ける係数の 検定に係る t値）よ りも効果量 （回帰分析 に お け る推定され た係数の 大きさ），

検定 よりも区間推定を重視すべ きとの 見解が多 く見 られるようになっ て お り（例えば ， Kline，20〔粉 ，

会計研究にお い て もこ うした議論を視野 に入れ るべ きで あ る．

2．5． 政策的提言 の 提示

　実証論文 では，最終的に検証結果 をふ まえた議論が な され る ことが多い が，その 中で政策的提言

を提示 する べ き否 か ，例えば，先の 「経営行動 X が業績 Y に影響 を及 ぼす」 との仮説に 対 し て ，X

が 有意な変数 で あるこ とが 示 された場合に，単に 「X は有効で あ っ た」と指摘するにとどめるの か ，

「X をす べ きで ある」 とい っ た踏み込んだ解釈が可能で あるのか が問題 となる，しか し，これまで

の 議論で見て きたよ うに ， 実証分析の 結果 を積極的に解釈する こ とがで きるの か否かにつ い て は難

しい 問題で ある．大 日方 （2009）は， 「実証結果の もっ と もら しさが相対的で あるこ とは，方法論

学習 の 第
一
歩」で ある と言及 してお り ， 実証結果 は抑制的に解釈すべ きとの 見解を示 して い る．し

か しなが ら， 単に仮説 を検証す るだけで は，実証研究の 価値は限定的で ある ともい え，い か にバ ラ

ン ス をとるか が問題 となる．

3 ． 実証研究 に 関す る 問題 の 実際例

　本節で は ， 日米企業を対象と した ， 当期業績を維持するために研 究開発費を削減す るよ うな近視

眼的行動 （myopic 　behaVior）と企業の ガバ ナン ス 構造に関す る分析 を通 じて実証研究の 課題 を示す．

本節の 分析は ， あ くまで も方法論的な論点の 具体例 を示す こ とを目的 とする こ とか ら， 実証 研究 と

して厳密な もの で はない 点に留意 された い
11
．

3．1． 問題 意識

　企 業の成長要因 と して ， 研究開発投資の 重要性はきわ め て 高く ， 将来 の 企業価値 に 対 し て 貢献す

るこ とが期待 され る，しか しなが ら， 研究開発費は日米 とも現行の 会計基準上 ， 費用計上 されるこ

とか ら，当期の業績に対 して はネガテ ィ ブな影響 を及ぼす．こ こで ， 経営者が特定の利益 目標を達

成す るイ ン セ ン テ ィブ を有 して い るが
， そ の 目標 を達成で きない 場合 ， 研究開発費を削減して 当期

の業績を維持す るよ うな近視眼的行動 をとる可能性が ある
12
．

　こ こ で ， 経営者が研究開発費を削減す る よ うな行動を とる か 否か に つ い て は，二 つ の 要 因が影響

す る．一
つ は利益 目標 を達 成す るイ ン セ ン テ ィ ブ の強 さで ある．実証会計理 論 （positive　accounting

theory）で は ，
こ うした利益 目標は 経営者 と，株 主や債権者 と い っ た企業 の ス テ ークホ ル ダー間の

利害対立 の 下で設定 され る明示 あ るい は黙示 の 会計べ 一
ス の 契約の 下で 設定され る と考え られ る，

経営者が こ の 契約の 遵守を重視す るか否かは，ス テークホ ル ダーか らの プ レ ッ シ ャ
ーの 強さに依存

す る．も う
一

つ は，経営者に対するモ ニ タ リン グの 強 さである．研 究開発費の 削減行動は ， 企業価

値に対 して ネガテ ィブな影響を及 ぼし うる も の で ある こ とか ら，利害関係者と りわけ株主に とっ て

望ま しい 行動 とは ならない こ とが多い ．したが っ て ，企業 の ス テ
ー

クホ ル ダー
は ， 経営者に対す る

モ ニ タ リン グ コ ス トが将来の 企業価値の 毀損額 を下回る限 りにお い て ， 経営者の 近視眼的行動 を抑

制す ると予 想 される，経営者 に対す る ス テ ークホ ル ダー
の コ ン トロ

ール に係 る問題は ， 企業の ガ バ
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ナ ン ス 構造の 問題で あ り，以上 の 議論か ら，ガバ ナ ン ス 構造が経営者の 近視眼的行動 と関係 して い

るとの 推論を導 くこ とが で きる．

　こ の 議論に関す る先行研究 をい くっ か示す．Stein（1989）は，エ
ージェ ン シ

ー
モ デル の 分析を通

じ ， 企業内部の利害関係者 間で利害対立ある い は情報の 非対称 が存在す る場合 に ， 経営者が近視眼

的行動 を とる可能性が高まる こ とを示 して い る．また ， Porter（1992）は ， 企業の 資金調 達と企 業内

部の 資本配分が結びつ い て い る との 見解を示 した上で，米国にお い て は，機 関投資家等 の 短期志向

の 株主が企業の 近視眼的行動を助長 して い る
一方 ， 日本的なガバ ナ ン ス が長期志向 の投資行動を促

進 して い る と指摘 して い る．

　 Bushee （1998）は米国企業のデー
タを用い て，機関投資家によ る持株比 率が高い 揚合には，経営

者は研究開発費 を削減する こ とで減益 を回避する よ うな近視眼的行動を とる こ と，そ して 機関投資

家が長期志 向を有する場合には ， 近視眼的行動が抑制 され る こ とを示 して い る．さらに木村 （2003）
は ，Bushee （1998）の 枠組み を援用 して 日本企業に独 自の ガバ ナ ン ス 構造 と研 究開発費の 削減行動

の 関係 に つ い て分析 して い る．日本の 1992年か ら 98 年まで の製造業に属する上 場企業を対象 とす

る分析の 結果，（D 負債比 率が高い 場合には ， 近視眼的行動 を とる可能性 が 高い こ と，（2）安 定株

主 に よる所有割合が 高い 場合，経営者の 近視眼的行動が抑止 され る可能性が高い とい う知見を得て

い る．た だ し，Bushee （1998）お よび木村 （2003 ）の 分析期間は 1990年代であ るこ とをふ まえ ，以

下 で は こ れ ら の 知見が，近年の ガ バ ナ ン ス 構造の 変化を受けて，どの よ うに変化 して い る の か に つ

い て ， 201】年 の 日米の 上場企業を対象 として分析す る．

　検証 に あた り ， 次の 3 つ の 仮説を設定する
13
．仮説 1 と 2 は株主構成が ， 経営者 の 近 視眼的行動

に 及 ぼす影響を検証す るため の もの で あ り，機関投資家は近視眼的志 向を有 してお り， 安定的な株

主 はそ うした志 向を有 し て い な い と仮定する．仮説 3 は負債 によ る資金調達 へ の 依存度が 高い 場合 ，

借入条件等 を維持するために 目標利益 の 維持 を図る と予想す る．また，経営者の 目標利益の 水準 と

しては ， Bushee（1998）お よび木村 （2003）と同様 ， 前期の 利益水 準す なわ ち減益回避 を目標 とし て

い ると想定する．

仮説 1 ：機関投資家に よ る持株比率が高い 企業で は，減益を回避す るため に ，研究開発費 の 削減

　 行動が とられる可能性が高い ．

仮説 2 ：安定的な株主 に よる持株比率が高い 企業では ， 減益 を回避す るた めに，研究開発費の 削

　 減行動が と られ る可能 性が 低 い ．

仮説 3 ：負債比率が高い 企業で は ， 減益 を回避す るた め に，研究開発費の 削減行動が とられ る可

　 能性 が 高い ．

3．2． リサ ーチデ ザイ ン

3．2．1． ＃ ン フ シ〃セ レ ク シ e ン

　2011 年 の 日米 の 上場会社を分析対象 として，サ ン プル 選 択基準は以下の 通 りとす る．

　（1）CapitaHQ （Standard ＆ Poor’s 社）に お い て デ ータ 利用 可能

　（2）金 融業 （financial　industry）を除 く

　（3）変則決算で な い

　（4）研 究開発費が 5 億円 （日本）ない し 500 万 ドル （米国）以上 で ，か つ ，売上高 ・研究開発 費

　　比率が 5％ 以上 で あ る

　（5）そ の 他分析で 必要なデータが利用可能

　こ れ らの 基準の 下で ，最終的なサ ン プ ル サ イ ズ は米国 680，日本 381 の 1
，
061 となっ た．
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一

ア
ーカ イパ ル デ

ー
タ を用 い た実 証 研 究 に 焦 点 を 当て て

一

表 1　 変数の 定義

変数 （予 測符 号 ） 定 義

被説 明 変数

　研究開発費の 削減 （CUTRD ） 研究開発 費 を前期 か ら 削減 して い れば 1，い なけ れば 0

コ ン トロ
ー

ル 変数

　前年度 の 研 究開 発 費 の 変化 （PCRD ）　（一）　　 前 期 と前 々 期 の 研 究開 発 費 （自然対数値 ） の 差額

　売 上 高 の 前 期 か らの 変化 （CSALES ）（一）　　 前期 と前 々 期 の 売 上 高 〔自然対数値） の 差額

　目標利益 か らの 乖離 （DIS7）（＋ ）　　　　　 （研 究開発 費 控除 前利益 の 前期 か らの 差額） ÷ （前期 の 研 究開発 費）

　企業規模 （SIZE）（＋f−）　　　　　　　　　 総資産 の 自然対数値

企 業の ガ バ ナ ン ス 橋造 に 関連す る 変数

　負債比 率 （LEV ）（＋）

　機 関 投資家の 持 株 比 率 （INST）（＋）

　安 定 株 主 の 持 株 比 率 （STAB ）（
一
）

総負債 ÷総資産

Capital］Q の
‘“institutienal　investor　shares ”

の 持 株 比 率

Capital　IQ の
“
stratcgic 　owner 　shares

”
の 持株 比 率

32．2．　讎 ぞ カ レ

　本稿で は ， 以下 の 検証モ デ ル （ロ ジ ソ ト回帰 モ デル ） を設定する．i は企 業を示 し ， それ 以外 の

変数の 定義は表 1の 通 りで あ る．

CσrRD
，

＝ Po＋ β【
PCRD

，
＋ 172C＆4LES

，
＋ β3D ∬ T

，
＋ 17，　SIZE，

＋ 17sLEV，
＋ 176DVST，

＋177STAB，
＋ ε

、

　 コ ン トロ ール 変数は，研究開発費の トレ ン ド，企業の成長性，目標利益の 達成の 困難性 ， 規模 の

各 々 を コ ン トロ ール する もの で あ り，ガ バ ナ ン ス 構造に 関する 変数は，仮説 1 か ら 3 に つ い て検証

す るため の もの で あ る．

　分析 にあた り ， サ ン プ ル を 目標利益 （前期利益） と研 究開発 費控除前利益 （以 下 ，控除前利益）

の 大小関係 に 基づ き SD （Small　Decrease），　 LD （Large　Decrease），　 IN （1ncrease）に分割す る．　 SD は，

控除前利益が 前期よ りも減少 し てお り ，
か つ そ の 減少 額が 前期の研 究開発費よ りも小 さい 企 業で あ

る．こ の タイプ の 企業は研究開発費を削減する こ とに よっ て減益回避で きるこ とか ら，研究開発費

の 削減を図る可能性が もっ とも高 く ， 分析 の 主要 な対 象 となる．次に，控除前利益が前期 よ りも減

少 し，か つ その 減少額が前期 の 研究開発費 よりも大きい 企 業を LD とす る．　 LD に分類 され る企 業

は，研究開発費を削減 し て も減益回避が不 可能な企業で あり，SD と比 べ て研究開発費の 削減が行

われ る可能性 が低 い と考え られ る．最後に pa は，控 除前利益が 前期 よ りも増大 して い る企業であ

り ， 研 究開発 費を削 減す る可能性 が低 い ．

3．3　検証 結果

3．3．1， 鉚 締 量

　基本統計量を表 2 で示す．パ ネル A は企業規模 ， 業績の概要に っ い て の 統計量で ある．企 業規

模は 日本 の 方が やや大きい が
， 研 究開発 費の 水準は米 国 の 方がやや高い 傾向に あ る．パ ネル B で は

以下の ロ ジ ッ ト分析で 用い る変数 に関す る記述統計量 を示 した ．機関投資家の 持株比 率 （IACSI）お

よび 安定株 主 の 持株 比率 （STAB ）は 日 米 で 大き く異な る．米国 で は機 関投資家の 持株比率が 高い 傾

向に あり，日本で は安定株主の持株比 率が 高い 傾向にある．

　 パ ネ ル C は
， 各サブ ・サ ン プ ル の 大き さを示 して い る ．本節 の 分析で は SD に焦点が当て られ る

が ， 米国で は研究開発費を削減 して い る企業が 25％程度 （161社 中 41 社）に とどまる
一

方，日本

27

N 工工
一Eleotronio 　Library 　



The Japanese Association of Management Accounting

NII-Electronic Library Service

The 　Japanese 　Assooiation 　of 　Management 　Aooounting

管理 会計学 第 21 巻 第 1 号

　　　　表 2 基本統計量

パ ネル A 　企業規模 ， 業績の 概要

日 本 米国

平均値　　 中央値　　平均値　　 中央値

研 究 開発 費 （百 万 ドル ）

総資産 （百 万 ドル ）

営業利益 （総資産 で 基準化）

純利 益 （総資 産 で 基準化）

220．6615S
．70

．0640

．035

　 36．31740
．50

．0580

．034

279．85018

．60

．030
・0．007

41．3529

．00

．0760

．045

パ ネル B 　ロ ジ ッ ト分析で 用い る変数 の概要

日 本 米国

平均値 中央値 平均 値 中央値

　cσ7RD
　 pc 児oCSALES

　 　 DIST
　 　 SIZELEV

（％）
INST （％）
STAB ％

0．550
．0．0700
．0800
．9101L9443

．8622
．6324
．38

1．000
・0．0600
．0600
．44011
，84435521

．4719
．31

0，1900
．0900
．1300
，4706
．5245
．1165
．7117
，52

0，0000
．0800
，1且00
．3006
，2740
．0273
．4810
．80

パ ネル C 　サ ブ ・サ ン プ ル の 企 業数 （単位 ： 社）

SD LD m 合計

米国

　研 究 開 発費削減な し

　研究開発費削減あ り

且

024「
10【

」

2

102773 0024

弓

」

51

日本

研究開発費削減なし

研 究 開 発 費 削 減 あ り

4T336 《
げ

4T

　

2

413211 38弓

ノ

012

　　　　　　 表 3SD サン プ ル につ い て の ロ ジ ッ ト回帰分析の結果

CUTRL ），＝ fi。 ＋ βiPα の ＋ β2（）SULESi＋ βρ颯 ＋ fi4SIZE，
＋ β」LEV ，

＋ 45  ＋ β7∫蹴 ・＋ ε
ヴ

　　　　　　　　　　　　　　　 日本　　　　　　　　　　米 国

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 ‘tp／ur　 t●statistie 　　　　　 凶P！財 　　t−statistie
　定数 項

PCRD （一）
CSALES （

・
）

DIST （＋）
SIZE（一）
LEV 〔＋）
INST （＋ ｝

STAB ・
Pseudo

℃．082
−0．090
・O．348
・0．031
・0．0050
．5S2

・0．087
−0011

イ）．356
の ．624　　 勝・1．887
　 　 ，・L892
り．229　　 蓼，蓼
3．879
の．360
・0．072

0．107
鬯O．266
−0．349
餉0，0060
．012

・0．088
層0．392
・0．224

1．567
　　 寧ワ■−3．805
　 　 申 ■■

4 ．315
−L300L355

．L790
寧

　　 ●●拿
4 ，822　　 ■●・2248

0．07697 0．163161

　　　　　　　　　　 dPldMは 限 界効果，
’曜’

は p＜O．Ol，
’°
は p＜O．05，

’
は pく0」 を示 す．

企 業で は 65％程度 （97 社中 63社）が とられ て お り ， 減益回避の ため に研究開発費 を削減す るよ う

な行動は 日本企業におい て顕著で ある．パ ネル A にお い て 見られ るよ うに，全体的に米国企業の 方

が成長性が 高 く， 日本企業にお い て は近視眼的行動が とられに くい とした Porter（1992）の 議論 とは

異なる傾向が示唆されて い る．

3．3．2． ロ ジソ み画跼 分漸の緤

　表 3 で は ロ ジ ッ ト回帰分析に関す る結果を示 した （なお ， 紙幅の 制約か ら，分析結果 は最も重要

なサブ ・サ ン プル SD に関す るもの の み として い る）．また ， 線形回帰モ デル と同様の解釈がで き
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一
ア
ー

カ イ バ ル デ
ー

タ を用 い た実 証 研 究 に焦 点 を当 て て
一

るよ うに係数ではな く限界効果 （c！P／dX）を示 し て い る．日本企業に 関して は ，コ ン トロ ール 変数を

除くと ， 負債比率 （LEV ）の み正 でか っ 有意な変数 となっ て お り （有意水準 1％），負債比率が高い

企業ほ ど ， 研 究開発費を削減す る行動が とられ る可能性が高い とい える．他方，米 国企業に つ い て

は ， 負債比率 （LE7 ）， 機 関投資家 の持株比率 （DVS7），安定株主の 持株比率 （STAB ）の い ずれ の 係数

も負値でか つ 統計的に有意な変数 とな っ て い る．安定株主は予想通 りの 結果で あるが，機関投資家

ならびに負債比率につ い ては予想 と反対とな っ た，結果は，米国で は，安定株 主とともに，機 関投

資家お よび負債 による資金調 達が ， 経営者に よる近 視眼的行動 の 可能性 を減 じ て い る こ とを示唆 し

て い る．

4 ． 管理 会計 研究 に お け る実証研究 の 問題 点

　本節で は，第 2 節および第 3 節 をふ まえて，（1）仮説 の 導出プ ロ セ ス ，（2） リサ
ー

チデザイ ン ，（3）

検証プ ロ セ ス ，（4）検証結果の 解釈の各 々 の観点か ら，管理会計研 究における実証研究の 問題点を

具体的に考察す る．

　（1）仮説の 導出プ ロ セ ス にお い て，前節で は，経営学的な議論 （Porter，1992），米国で の 実証研究

（Bush   ， 1998）に依拠 しつ っ 仮説 を導出 した ．北米 の 先行研 究に対 して something 　new を付加す る形

で の 議論は，日本の 会計領域の 実証研究で広 く実施 されて い るが ，理論的な枠組みにつ い て は先行

研究に 依存 し て い る部分が 大きい ．実証分析に お い て 因果性を検証する こ とが で きな い こ とを ふ ま

えれば，仮説の 設定段階で理論的関係 を厳密 に検討するこ とが重要で ある．そこ で は，理 論的研究，

実務的な見解，質問票調査な どの 多面的な知見を反映 させ るこ とが重要 となるが ， とりわ け ， 分析

的会計研究 との コ ラボ レー トが重要 となる，

　（2）リサーチデザイン の問題 に つ い て，日本の 実証研究では，テーマ につ い て は独 自の もの を設

定 しつ つ も， トッ プ ジ ャ
ー

ナ ル に掲載 された研究 の リサーチデザイ k を援用す るこ とが 多い ．先の

分析で は，7he　Accounting　Reviewに掲載 された Bushee （1998）に依拠 した分析手法を用 い て い る．

実証研究で 得 られ る結果の頑健性 （robustness ）は リサ
ー

チデザイ ン に依存して い る こ とか ら ，
「手

堅 い 」先行研究に依存す る こ とは有用 で あ るが ， アカデ ミ ッ クな貢献 として は独 自の リサーチデザ

イ ン を提 案す る こ とが重要で ある．また ， 変数 の 設 定にあた り ， 近視眼的行動 とし て は 減益回避を

想定 して い る点，安定的な株主 と して strategic　owner 　shares を適用 して い る点な ど多 くの仮定ない

し前提に依存 して い る．こ の よ うに
一

つ の 検証 モ デル の 設 定に あた っ て も，数多く の 仮定 ・前提 に

依存 して お り ， 結果の 妥当性や頑健性を左右す るもの となる．

　（3）検証 プ ロ セ ス の 問題で ある ， 前節の 検証結果 （表 3）に お い て ，米国企業 の STAB は 5％ 水準

で 有意で ，限界効果 （潔 刷 ）は一〇．224 で あ っ た．これ は，安定株主 の 持株 比率が 1ポイ ン ト上昇す

る と ， 近視眼的行動が とられ る確率が 22．4％減少する こ とを意味す る．し か し な が ら，こ の 結果を

通 じて統計的 に証明 された こ とは，帰無仮説の 棄却 （係数 ≠ 0）で あっ て ，係数の 評価 と解釈 につ

い て は 管理 会計研 究 の 理論な い し実務的な常識 に則 っ て ，分析者が判 断すべ き問題 で あ り，統計的

有意性は最低限の ハ
ー ドル とし つ つ ，管理会計 とし て の 有意性を評価する必要が ある

14
．

　最後 に，（4）検証結果の解釈の 問題である．前節の 分析で は，先行研 究と異なる結果が見出 され

て い る （表 2 パ ネル C ，表 3）．仮説 1 で は機関投資家 の 所有割合が高い ほ ど研 究開発投資を削減

す る と予想 したが，米国企業におい て結果は逆で あ っ た （】％水準で 有意）．こ の 結果は先行研 究

で あ る Bushee （1998）とは異な り，また ，　 Porter（1992）の 議論 とも対 立する．こ れ に つ い て は ， リ

サ
ー

チデザイ ン の 差異 ， あ る い は経済的諸条件 （経済状態 ， 法規制な ど）の 変化に伴い機関投資家
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の 性格が変わ っ た ことが影響 して い る可能性が高い ．ただ し，表 2パ ネル C で示 され る分析は ， リ

サ
ー

チ デザイ ン の 差異の 影響 を受けに くい シ ン プル な分析で あ り ， 後者の影響も少 なか らずあ っ た

と考えられ る．こ うした議論は，社会科学の 研究にお い て 発見 され た事象は 「趨勢」 で あ っ て 「絶

対的法則」 で はな い とする Popper （1957）に よ っ て 指摘 され る古典的な問題 で あ る．本稿 で は ， こ

うした科学哲学上の 議論に踏み込 まない が，会計研究上の 論点は とりわけ制度 ・経済的諸条件 と密

接に結びつ い て い る可能性が高 い ．した が っ て ， 会計にお ける実証 研究にお ける検証は ， 仮説 と経

済的背景の結合的な もの で ある と理解する こ とが肝要で ある．

5 ． 結び に か え て

　本稿で は，管理会計研究に お ける実証研 究の 特徴 と課題 に つ い て 検討 した．他 の研究方法 と比 べ

て 実証研究は 「客観的」 ある い は 「科学的」 と考えられ るこ ともあるが ， 前節まで で見て きた研究

方法 として の 実証研究の 限界は，む しろ分析者の 主観性 に依存す る程度が高い こ とに起因する と結

論づ け られ る．

　本稿 の これ まで の 議論 をふ まえ て ，管理会計に おける実証研究の今後の 方向性を二 つ 指摘す る．
一

つ は ， 実証研究の蓄積の 重要性 で ある．本稿 で見て きた よ うに ， 実証研究は多 くの前提ない し仮

定が置か れ る もの であ り，また経済的諸条件の 影響 を受ける．さらに，査読制度の 下で も，デー
タ

収集 ， 分析にお けるエ ラ
ー

を完全 に排除す るこ とはで きず，個別の研 究の みで の頑健性 を追求す る

こ とに は 限界が ある．こ れ らの 問題は ， 同
一

の テーマ に つ い て 複数の 研究者が様 々 なア ブ ロ ーチで，

多面的 に検討する こ とに よ っ て の み 解決 され る．

　もう一
つ は 「実証研 究の た め の 実証研究亅 の 重要性 で ある．実証研 究で は黙示 的な様 々 な前提が

存在す る．例 えば ， 先 の 分析 で は用 い て い ない が業種 （産業）分類，財務デー
タベ ー

ス に おけ るデ
ー

タ の 集計方法な どが あげられ る．また ，統計的手法はそれぞれに つ い て多くの前提条件の下で適

用 され る もの で ある．こ うした 問題 は ，管理会計上 の 問題 に直接ア プ ロ ーチす る もの では ない が不

可欠な研 究領域 となる
ls
．

　最後 に，会計研究におい て様 々 な研究方法が用い られ ，そ して各々 が洗練 されて い くに つ れて ，

財務会計 ， 管理会計 ， 監査 とい っ た研究対 象間の カ ベ ではな く， 研究方法間の カ ベ が高ま っ て い く

こ とになる点を指摘 してお きた い ．本稿で 取 り上 げて きた実証研究 の 課題 の 解決には分析的会計研

究，ケース ス タディ ， 実験研 究 ， 質的研 究な どとの コ ラボ レーシ ョ ン が必要 とな っ て くる
一方 ， 他

の 研 究方法 を用い た研究に おい て も実証研究の 知見 が求め られ る．したが っ て ，い か に して研究方

法間 の カ ベ を超 えて い くの か が
， 今後の 管理会計研 究にお い て重要 とな っ て くると考え る．
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　　　管理 会 計研 究に お け る 実証研 究の 特徴 と課 題
一

ア
ー

カ イバ ル デ
ー

タ を用 い た実 証研 究 に焦点を当て て
一

1
本稿 で は，管 理 会 計研 究 に お い て 重 要 な研 究 方法 で あ る 質問 票 譌 査 に 関す る 議論 は 取 り扱 わ な い ．ま た，実

証分析 に か か るテ クニ カ ル な論点に つ い て も対象と し ない ．

2
会計学に おける実証研究の 客観性を め ぐる議齢 は，福井 （2008），

Watts　and 　Zimmorman （1990）を 参照の こ と．

著者 は，実証 研究が，「解釈 に あた り分析者 の 恣意性 を排除して い る 」 とい う点 で 客観的で あるとい う立場は

とっ て い ない ．こ の 問題 に つ い て は 第 2 節 で 検討す る，
3
例 え ば 『日本経済研 究 』 で は，「使 用 データ に っ い て の ガ イ ドラ イ ン 」 が 設定 され て い る．

（http：〃www ．jcer．onjp ／academicjouriialtkitei ／guide．pdf， 2012年 12月現在）．

4
本稿 で は，実 証 分析 に 伴 う計 量 経済学 的 な 問題 （例 え ば，系列相関，分散不均

一
性 の 問題，パ ネル データ の

分析手法な ど） に つ い て は 取 り扱わ ない ．

s
以 下の 畿論は，社会心理学 の 基本的なテ キ ス トで あ る安藤 ・沼 崎 ・村 田 （2009）を援 用 す る．

6
分析的手法を用い た研究 との コ ラ ボ レ ー

シ ョ ン の 関係 に つ い て は後述する．

7
計量経 済学的 に は ，Granger の 定義 に よ る因 果 性に つ い て 検証 可 能で あ る が，こ れ は ，一般 的 に 考 え られ る

因果性 と異なる概念で ある ケース が多い ．

S
その 他 ， 日本 企業に お け る 実証 分析 で は 3 月決算 に 限定 され た 分析が 実 施 され る こ とが 多い が ，例 え ば 日本

の 流 通 ，小 売 業 の 決算 月 は 2 月 で あ る こ とが 多く，企 業 の 属性 に 偏 りが 生 じ る可 能性があ る とい っ た問題 もあ

る．
9
近 年 の 実証 研 究で は，統計値 とともに，有意確率 （ρ値） を 示 す こ とが 多い ．

le
相関係数に っ い て 考え る と， サ ン プル サイ ズ が 1，000 の 場合，　 O．08 以上 な い し・0．08 以 下 の 数値が観察 され

れ ば，相関係数を ゼ ロ とする帰無仮説 が 有意水準 1％ で 棄却 され る．しか しな が ら，こ の 程 度の 相 関 係 数 を も

っ て，相関が ある とい え るか 否 か に っ い て は ， 議 論 の 余地 が あ る．

ll
本節 で の 議論 に つ い て は ， 厳 密 な 分 析 を加 え た 上 で 稿 を 改 め て 報 告 し た い ．

12
こ うした 行 動 は 実体的利益 マ ネ ジ メ ン ト （rcal 　earnings 　management ） と呼 ばれ て お り，そ の 観点 か らも研究

が 進 め られ て い る （Roychowdhury，　2006，山 口 ，2009）

13
仮 説 設 定 に 至 る詳細な議輪 は，Bushee （且998）お よび 木 村 （2003）を参照 の こ と．

L4
先 に述 べ た よ うに 近 年 の 実 証 研 究で は ，検 定 よ り も 区 間 推 定 が 重 視 され て い る．

Is
例 え ば米 国 で は，90年代 か ら会計 ・フ ァ イ ナ ン ス の 実 証 分析 に 対 す る 業種分類 の 影響を検証す る 研 究 が ト

ッ プ ジ ャ
ーナ ル で 発 表 され て い る．こ うし た讙論の 背景お よび 日本 企 業に つ い て の 分析 は 、木 村 （2009〕を参

照 の こ と．

参考文献

安藤清志，沼崎誠 ， 村 田光二 ．2009 『新版 社会心 理学研究入 門』東京大学出版会．

Bushee，　B．　J、1998．　The　influence　of 　instiutional　investors　on 　myopic 　R ＆D　investment　behavior．　The

　　　Accounting　ReView　73 （3）：305・33．

FieldS
，
　T．　D ．，　Z。　L。　Thomas ，

　and 　L．　Vincent．2001．EmpMcal 　research 　on 　accounting 　choice ．丿bt” nal 　of

　　　Accounting　andEconomics 　31 （1−3）：255．307．

福 井義隆．2008．『会計測定の 再評価』中央経済社．

Ittner
，
　C ．　D ．　and 　D．　F．　Larcker．200L 　Assessing　empirical 　research 　in　managerial 　acoo   ting： A

　　　value −based　managernent 　perspective．　Journal〔ofAccottnting 　and 　Economics　32 （1−3）二349−410 ．

31

N 工工
一Eleotronio 　Library 　



The Japanese Association of Management Accounting

NII-Electronic Library Service

The 　Japanese 　Assooiation 　of 　Management 　Aooounting

管理 会 計学 第 21 巻 第 1 号

Johnson，　D．　H．1999．　 The　 insignificance　of 　statistical　 significance　testing．丿btmzal　of 　Mildlife

　 Management 　63 （3）：763−772．

木村史彦．2003．「経営者の 近視眼的投資行動 と企業の ガバ ナン ス 構造 一研究開発投資水準 の 決

　　　定を め ぐ っ て
一

」 管理 会計学 ll−1：43−56．

木村史彦．2009．「業種分類の信頼性比較
一

日経業種分類 ， 東証業種分類 ， および GICS 業種分

　　 類の 比較分析一
」 現代ディ ス ク ロ ージ ャ

ー研究 9：33・42 ．

Kline
，
　R ．　B．2004．　Bのyondsigniticance　testing：　refonning 　tlata　tmalysis 　methedis 　in　behavioral　researeh ．

　　 American　Psychological　Association．

大 日方隆．2009．　 「実証会計学の継承 と展望」 会計 175・1：34−62．

小倉昇．2012．「管理 会計研究 の 現状 と課題亅管理会計学 20−2：97−108．

Morrisoq　D．　E．　and 　R 　E．　Henkel．1970．　lhe　sig ηificance 　test　conttoversy ．　Transaction　Publishers．

Steiny　J．1989．　Efficient　Capital　MarketS，　Inethcient　Fir　ns：A 　MOdel　ef　Myopic　Corporate　Behavior．

　　Quarterly　Journal　ofEconornics 　104：655−669，

Porter，　M 　E 　 l992．　Capital　disadvantage： America，s　falling　capital　investment　system ．　Harvard

　　Business　Review　70 （5）：65−82．

Popper，　K ．・R ．　 1957．71ze　poverty　ofhistorieism ，
　Londoza　Routledge．久野収 ， 市井三 郎訳．1961．『歴

　　史主義 の 貧困
一

社会科学の 方 法 と実践』中央公論新社．

Roychowdh 丗 y，　 S．2006．　 Eamings　 management 　 threugh　 real　 ac廿vhies 　 manipUlation ．　 Jounzal　 of

　　Accounting 　arzdEconomics 　42 （3）：335 −370 ．

山 口 朋 泰．2009．「実体的裁量行動の 要因に 関す る実証分析亅 管理会計学 蓋9−1：57。76．

Watts
，
　R ．　L．　and　J．　L．　Zimmerman ．1990 ．　Positive　accounting 　theory： Aten 　year　perspective．7Jie

　　Accounting　Review　65（1）：131−156．

32

N 工工
一Eleotronio 　Library 　


